　　　　　　　　障害者の出所後の取り扱いについて(伊藤)
【仮釈放】

仮釈放の目的は，「改悛の状」があり，改善更生が期待できる懲役又は禁錮の受刑者を刑期満了前に釈放し，仮釈放の期間（残刑期間）が満了するまで保護観察に付することにより，円滑な社会復帰を促進することにある。
　出所受刑者全員に対する仮釈放者数の割合についてだが、平成１７年度から減少し始め、平成２２年度には４９．１％となっている。
【満期出所】

　刑期満了後に出所する。出所後は一般社会人と同じ扱いであり、保護観察所の指導は受けない。また「更生保護の措置に関する原則」第６条において、刑事施設の長は身体の拘束を解くにあたり、更生緊急保護の必要がある場合又は本人がこれを希望する時は、保護カードを交付しなければならないとされている。
更生保護施設
更生保護施設は，主に保護観察所から委託を受けて，住居がなかったり，頼るべき人がいないなどの理由で直ちに自立することが難しい保護観察又は更生緊急保護の対象者を宿泊させ，食事を給するほか，就職援助，生活指導等を行う施設(民間団体)である。目的としては、対象者の再犯防止、円滑な社会復帰・自立などである。
収容人員の内訳についてだが、平成２２年度だと全体数６３９３人に対し、仮釈放者数３４７９人、満期出所者数９５９人、その他１９５５人であり、満期出所者数の割合が低いことが分かる。

さらに更生保護施設では，生活技能訓練（SST），酒害・薬害教育等を取り入れるなど，処遇の強化に努めており，平成２２年度においては，４２の更生保護施設がSSTを，２６の更生保護施設が酒害・薬害教育を実施している(法務省保護局の資料による)。

また平成２２年度に更生保護施設から退所した者の退所先別構成比は，借家が２８.９％，就業先が１５.９％，親族・縁故者が１５.７％であった。退所時の職業別構成比は，労務作業が３７.９％と最も多く，次いで，サービス業８.８％であり，無職は４０.９％であった（法務省保護局の資料による）。
地域生活定着支援事業

厚生労働省では、平成２１年度に「地域生活定着支援事業」を創設し、高齢又は障害を有するため福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者について、退所後直ちに福祉サービス等（障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所など）につなげるための準備を、保護観察所と協働して進める「地域生活定着支援センター」を各都道府県に整備することにより、その社会復帰の支援を推進することとしている。この取組において，出所後直ちに福祉による支援が困難な者は，更生保護施設において受け入れ，福祉への移行準備及び社会生活に適応するための指導・助言を行うこととなった。
※・・・平成１８年法務省特別調査により、親族等の受け入れ先がない満期出所者は約７２００人、うち高齢者または障害を抱え自立が困難な者は約１０００人であることがわかっている。
なお、平成２４年度からは矯正施設退所後のフォローアップ、相談支援まで支援を拡大・拡充し、入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う「地域生活定着促進事業」を実施している。
「地域生活定着支援センター」の事業の内容
①入所者等を対象として、福祉サービス等に係るニーズの内容の確認を行い、受け入れ施設のあっせん又は福祉サービス等に係る申請支援を行うこと。
②上記のあっせんにより、社会福祉施設を利用している者について、受け入れ施設に対して必要な助言を行うこと。

③サービス利用について、本人またはその関係者からの相談に応じて、助言その他必要な支援を行うこと。

④その他上記の業務を円滑かつ効果的に実施するために必要な業務を行うこと。

　施設における更生プログラムが有効に機能するためには、入所施設の持つ文化が抑圧的でないこと、職員の間で支援の目的、目標、方法についての共通認識が形成され、明確に認識されていること、そして実際の支援を有効に行うことのできる専門性を職員が備えていることが必要になる。
脱施設
　脱施設とは、一般的に障害者が長期間の生活を施設で続けることから生じてくる様々な問題に対して用いられている。さらには脱施設化として、生活の場を入所施設以外の所に求める傾向のこととして理解されてきている。
　障害者施設は、家庭機能の低下という事態を障害者の入所により防ぐ役割を果たしているのだが、障害者施設の孤立性というのが問題として挙げられる。まず地理的に周囲の人々と交流しにくい場所に建設されており、施設内においても空間的あるいは物理的な孤立性が挙げられる。

　さらに財政的検討というのもなされる。これは在宅対策との比較における検討を意味する。即ち入所施設の維持と在宅支援に要する公的負担はどちらが少なくてすむかということである。これについては、後者の方が公費の節約になるという考えが成り立っている(施設を建設し職員を採用するよりも、ホームヘルパーを障害者の住む場としての家庭に派遣したほうが公費節約となる)。
　障害者施設の孤立性及び財政的検討から脱施設が政策課題として展開することになった。この脱施設や施設解体を乗り越えるために、管理面と共生面からいくつかのことが挙げられる。例えば管理面においては生活支援としての管理が挙げられる。施設職員が業務として着替えや食事などを通して、利用者を直接時間と空間から管理する。また、共生面においては、職員に労働者としてのみならず、利用者との共同生活者としての自覚が求められることや、利用者のプライバシー・基本的人権の確保などが挙げられる。
　
また、対象者が地域での生活を望むのであれば、入所施設の居住型サービスは、地域生活に向けての準備をする場所であると捉えるべきである。地域に戻ってきた場合は、円かな地域生活にむけて支援を再構築することにある。
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